
 

 

   

「令和６年度税制改正の大綱」（令和５年12月22日閣議決定）において税制改正の内容が

決定され、この大綱に沿った国税の改正法案が成立・施行された場合には、令和６年分所得

税について定額減税が実施されることとなります。 

定額減税の制度に関する情報については、国税庁ホームページの「定額減税特設サイト」

をご覧ください。 

 

令和６年分所得税の納税者である居住者を対象（注:合計所得金額が

1,805万円以下の方のみ）として、次の①及び②の金額の合計額を、令和６

年分所得税額から控除 

① 所得者本人…３万円 

② 同一生計配偶者及び扶養親族（※）…１人につき３万円 
※ 所得者と生計を一にする配偶者及び親族等で合計所得金額が48万円以下の居住者 

 

 

 

不動産所得・事業所得者等に対する実施 

・ 予定納税対象者については、予定納税額から減税 

・  確定申告書提出時の所得税額から減税 

 

給与所得者に対する実施 

・ 令和６年６月以降に支払う給与・賞与に係る源泉徴収税額から

減税 

・ 年末調整で、給与・賞与における減税額を踏まえた精算 

公的年金受給者に対する実施 

・ 令和６年６月以降に支払う公的年金（老齢年金）に係る源泉徴

収税額から減税 

・ 必要に応じて、確定申告で６月以降の減税額を踏まえた精算 

制度の概要 

定額減税の実施方法 

このリーフレットは、令和６年１月 31 日現在の情報に基づき、東京国税局が作成しました。 

「定額減税特設サイト」は、

こちらからアクセス 

令和６年分所得税 



給与を支払う事業者のみなさまへ 

 

令和６年６月１日現在、事業者のもとで勤務している方のうち、その事業者

に対して「扶養控除等申告書」を提出している（月々の給与の源泉徴収におい

て「源泉徴収税額表」の「甲欄」が適用される）居住者の方々については、月々

の給与に係る源泉徴収税額から定額減税額を控除することとされています。 

 
【例】次の世帯構成の場合 

区分 
判定等 

所得者本人 配偶者 子供１ 子供２ 

同 一 生 計 — ○ ○ ○ 

職 業 等 会社員 パート 
大学生 

(アルバイト) 
中学生 

収 入 金 額 680万円 105万円 75万円 ０円 

合計所得金額 502万円 50万円 20万円 ０円 

定額減税の対象 ○ ×(※) ○ ○ 

定 額 減 税 額 ３万円 ０円 ３万円 ３万円 

※ 配偶者は、合計所得金額が48万円超のため、自身を所得者本人として定額減税を受ける。

 

 

 

定額減税は、令和６年６月１日以後に

支払う給与等から！ 

給与所得者の定額減税イメージ（例） 

定額減税に関する最新情報は、 

「定額減税特設サイト」で確認！！ 
特設サイトはこちらから 


